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　室内干しと言えば、この

ホスクリーンを思い浮かべ

る人が多いと思う。

　最初の商品が発売されたのは1994年。当時はなかなか認知されず、

普及には時間がかかったそうだ。

　それが、共働き世帯や一人暮らしの増加、花粉やＰＭ2.5への対策、

プライバシー意識の高まりなどを背景に、室内干しのニーズが広がり、

狭い室内スペースの有効活用が求められるようになった。ホスクリー

ンは、生活スタイルや意識の変化という新時代を先取りした商品だっ

たというわけだ。家事の経験豊富な女性の声から生まれたアイデア商

品である。

　その後も、スリム化によるデザイン性の向上、軽量化や荷重目安ガ

イドによる安全性の向上などの改良が施され、現在に至っている。家

事の負担を軽減できる「ら

くらく物干し動線」を提

案するなど、生活のイノ

ベーションを目指し、数

多くのグッドデザイン賞

を受賞する当社ならでは

の逸品である。

■ 株式会社 川口技研
　住宅関連製品（物干金物、ロック、網戸、生活安心製品、化成品）の 
　製造販売を手掛ける。
　1946 年　納口建具店として創業
　1961 年　株式会社川口技研設立
　取締役社長　納口成一朗
　〒 333-0844　川口市上青木 1-14-41
　TEL:048-255-5411 　https://www.kawaguchigiken.co.jp/
　（武蔵野銀行 川口支店取引先）
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岸 田内閣は、昨年 10 月の発足と同時に「新し
い資本主義の実現」を掲げた。キーワードは

「成長と分配の好循環」である。その背景には、長引
く低成長経済の下で、企業が成長（収益）の維持拡
大に傾注した結果、分配（格差）の問題が深刻化し
たとの認識がある。

18 世紀後半、英国の産業革命により誕生した資
本主義経済。民間企業や個人事業主の自由な

経済活動が、成長の原動力となるイノベーションを
生み出し、飛躍的な経済発展をもたらした。市場取
引を社会に隅々にまで浸透させることで、人間の自
主性と本能的欲望を最大限に呼び起こす経済システ
ムである。王政国家や強権国家による統制経済では、
決して発現し得ないエネルギーだ。
　その一方で、19 世紀から 20 世紀前半、資本主義
国家となった欧米諸国や明治維新後の日本は、世界
各地で市場争奪戦を繰り広げた。と同時に国内では、
自由放任、弱肉強食が格差の拡大を招き、資本家対
労働者の階級闘争という形で社会を不安定化させた。

20 世紀後半以降の資本主義諸国の経済運営は、
大きく２つのステージに分かれる。そして、

後述するように、近年、３つ目のステージに差し掛
かっているように感じられる。
　第１ステージは、1970 年代まで。高度成長で蓄
えられた富を原資に、格差是正への取り組みが重視
された。英国の「ゆりかごから墓場まで」に象徴さ
れるように、社会保障制度の拡充が進んだ。
　ところが、世界経済は二度の石油危機などに見
舞われ、スタグフレーション（不況下の物価上昇）
が長期化した。これを打開するための政策転換が、
1980 年代からの第２ステージ、小さな政府を標榜
する「新自由主義」であった。英国サッチャー首相、
米国レーガン大統領がその代表である。
　そこでは、政府による分配機能よりも、民間企業
の成長による富の獲得が重視される。資本主義の原
点回帰とも言える。資本家が儲かれば、その富は自

然に国民全体に滴り落ちる（トリクルダウン）と
いう筋書きであった。
　新自由主義は、①中国の改革開放政策への転換、
旧ソ連・東欧諸国の自由経済圏への参入、発展途上
国の工業化などを背景としたグローバル経済化の
進展、②社会主義勢力の退潮に伴う労働運動の沈
静化、③インターネットなど情報通信技術の進歩、
などの影響も加わって先進諸国で主流となった。
　日本経済も、小泉内閣（2001 ～ 06 年）の郵政
民営化や労働規制緩和などの新自由主義的政策の
下、史上最長の景気拡張期が続いた。しかしながら、
労働者の賃金は上がらず、無実感景気などと揶揄
された。そして、2008 年には、米国での行き過
ぎた金融証券化の破裂から、百年に一度と言われ
る程の世界恐慌（リーマンショック）に陥った。

そ うした中で、世界では 2010 年代後半以降、
格差の拡大を背景に、第３ステージへの転

換を予感させる動きが広まっている。
　新自由主義の持続可能性については、経済学者
トマ・ピケティ（「２１世紀の資本」、2014 年）
や政治学者マイケル・サンデル（「それをお金で買
いますか？─市場主義の限界」、2014 年）らの知
識人が警鐘を鳴らしていた。そして、2016 年の
米国大統領選では、“America First” を声高に叫ぶ
トランプ氏が、中下位層の白人労働者の支持を得
て当選した。英国のＥＵ離脱やフランスの黄色い
ベスト運動も、根底に共通するのは格差拡大への
反発だった。

富 の分配の議論では、経済合理性だけでは解
決しない、人間の倫理観や社会性・公共性

などの価値観が問われる。政治にしかできない重
要な課題だ。それはすなわち、政治家や政府任せ
では済まない、国民皆が熟考すべき問題である。
時代の大きなうねりの中で、何をどの様に変える
べきか、国民の世論形成に向けて問い続けていき
たい。

資 本 主 義 が 抱 え る 格 差 の 問 題
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